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POSレジの導入や会計システムの導入により、今
使用しているPCでは動作ができない場合、また
高性能なCADソフト等を動作させる場合に高性能
なPCが必要という場合は助成対象になる可能性が
あります。

エアコンの更新は対象になりません。働き方改革
推進支援助成金の支給対象はあくまでも業務効率
化等の施策です。業務効率化の中には、不快感を
取り除くことは含まれません。

自社ホームページのリニューアルは人材確保に向
けた取り組みの場合、助成対象になり得ますが、
人材確保に向けた取り組みの上限額は10万円、Ｈ
Ｐ作成はそれ以上に費用がかかるため、あらかじ
め見積りを取ることをおすすめします。
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・事業場内最低賃金

1000円未満

・申請前３か月間のう

ち任意の１月の利益率

（売上高総利益率又は

売上高営業利益率）が、

前年同期に比べ、３％

ポイント以上低下して

いること
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～補助金の気をつけたいポイント～

①欲しいものがあれば何でも申請できるわけではない！

「新しい事業を始めるために必要なものを購入する」、「新規販路開拓のため
に投資したいものがある」といった内容が必須。

②厚労省系助成金と違って、1年中やっていない！
1ヶ月程度の募集期間がほとんど。これが大きな障壁。

③採択といわれる審査がある！

補助金毎に採択率の傾向があります。小規模事業者持続化補助金だと
60~70％の採択率。

④購入したい設備に対して全額貰えるわけではない！
大体が1/2、2/3の補助率。要件を満たせば3/4、4/5といった補助率のものも。

⑤消費税分はもらえない！

購入価格の消費税は補助金でもらえないのが原則です。本則課税で消費税
申告している企業では申請の際ご注意ください。

⑥先に買ってしまったらダメ！
採択されるまで購入してはいけません。

⑦従業員賃金の上昇が必須の補助金が増えてきた！
高額補助のものほど賃上げが前提となる場合が多いです。

小規模事業者持続化補助金（各枠）

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金
（各枠）

ＩＴ導入補助金（各枠）

中小企業等収益力向上事業費補助金（県）
中小企業新事業進出補助金 他にもいろいろあります

地域創生起業支援金（静岡県、産業振興財団）

中小企業省力化投資補助金
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申請枠の種類
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申請の流れ
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申請枠ごとの補助額、補助率
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申請枠ごとの
補助額、補助率
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中小企業省力化投資補助金
※今年から一般型ができました！
https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/r6/shoryokuka.pdf （パ
ンフレット）

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金
※定番のものづくり補助金です。採択率低めですが、補助額も大きく製造業にマッチしや
すい補助金です。
https://seisansei.smrj.go.jp/subsidy_guide/subsidy_info/h3s84u000
00013q4-att/r6_mono.pdf （令和6年補正パンフレット）

地域創生起業支援金
※静岡県と静岡県産業振興財団が募集する補助金。以前と比べて要件（地域課題）は厳し
くなってきましたが、補助額も最大200万円の補助率1/2となっており時間的な制約が
無ければ起業家は検討したい補助金です。（市町の意見書が必要なので一度役所に相談
を！）
https://www.ric-shizuoka.or.jp/shienkin/ （パンフレット）
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他にも色々な補助金が
あります
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中小企業新事業進出補助金
※今年新たに創設されました！
内容は、コロナ禍にあった「事業再構築補助金」と思っていただければOKです。
建物を建てることにも使えます。
ただし1/2補助の補助下限750万円とあるので、1500万円以上の投資を見込むことが前
提となります。
https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/r7/shinjigyo_shinsyutsu.
pdf （パンフレット）
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昔からあるものが、名称
や少し要件が変わって
募集されることはよく
あります。

©Pegasus Consulting Group.Inc.

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/r7/shinjigyo_shinsyutsu.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/yosan/r7/shinjigyo_shinsyutsu.pdf


補助金探しは、

「J-Net21 経営課題を解決する羅針盤」
https://j-net21.smrj.go.jp/snavi/index.html

が便利！

J-Net21は、独立行政法人中小企業基盤整備機構が運営する、中小企業とその支
援者、創業予定者とその支援者のためのポータルサイトです。

国から都道府県、市区町村まで幅広い補助金などの情報を掲載しています。
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国の補助金を申請するときは、事前にGビズID プライム
を取得しておきましょう！
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補助金探しには
おなじく独立行政法人中小企業基盤整備機構が運営している

「中小機構補助金活用ナビ」

https://seisansei.smrj.go.jp/

も使えます！
こちらは、中小企業に特化した補助金情報を掲載しています。
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工業会等の証明書
設備メーカーに依頼

経営革新等支援機関
である当社で

サポートできます！

①投資計画案を税理
士に事前確認

②経産局に確認書
発行申請

①投資計画案を税理
士に事前確認

②経産局に確認書
発行申請

※まずは工業会の証明書がもらえるか確認
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対象設備 賃上げ率 特別償却 税額控除

建物追加
※建物と合
わせて取得
する付属設
備含む

2.5％以上 15％ 1％

5％以上 25％ 2％
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中小企業者が「先端設備等導入計画」の認定を受けた場合、
計画の内容に応じて、税制支援や金融支援などの支援措置を
受けることができます。
ここでは、税制支援である固定資産税の特例について、説明
します。

中小事業者等が、対象期間内に、賃上げ方針を従業員に表明
し、その賃上げ方針を位置づけて市区町村から認定を受けた
「先端設備等導入計画」に基づいて、一定の設備を新規取得
した場合、新規取得設備に係る固定資産税の課税標準が、3年
間または5年間、軽減されます。
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中小事業者等のうち、先端設備等導入計画の認定を受けた者
（大企業の子会社を除く）

※中小事業者等（以下の要件を満たす法人または個人）
・従業員数1,000人以下である個人事業主
・資本金1億円以下の法人（大企業の子会社を除く）
・資本を有しない法人のうち、従業員数1,000人以下の法人
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※償却資産として課税されるものに限る

・生産、販売活動等の用に直接供されるものであること
・中古資産でないこと

※市町村によって異なる場合あり

令和７年４月１日～令和９年３月３１日
までの期間に取得した次の設備
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取得した設備等の固定資産税を
賃上げ割合によって次のとおり軽減する

 ・1.5％以上の賃上げ表明した場合
：固定資産税が、3年間、1/2に軽減

 ・3.0％以上の賃上げ表明した場合
：固定資産税が、5年間、1/4に軽減
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「先端設備等導入計画について」（中小企業庁）より引用

1.5％以上 or 3.0％以上
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「先端設備等導入計画について」（中小企業庁）より引用

1.5％以上、または
3.0％以上の賃上げ
表明が必要
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「先端設備等導入計画策定の手引き」（中小企業庁）より引用
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